
人事院 令和４年度版

人 事 院 の 研 修
－国民の期待に応える公務員をめざして－
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女 性 職 員 登 用 推 進 セ ミ ナ ー

メ ン タ ー 養 成 研 修

本府省女性職員キャリアアップ研修
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キ ャ リ ア 開 発 セ ミ ナ ー 3 0

中途採用者等対象 実 務 経 験 採 用 者 研 修

Ⅱ 行政官長期在外研究員制度

行 政 官 短 期 在 外 研 究 員 制 度

行 政 官 国 内 研 究 員 制 度

幹部に対する役割認識の徹底のための研修

幹部・管理職員ハラスメント防止研修

管理職員対象

※新型コロナウイルス感染症の状況により、変更や中止の場合があり得ます。

－１－

人事院が実施している研修
人事院は、中立・第三者機関として、また、研修の計画や実施についての知見を蓄積している人事行

政の専門機関として、全府省の職員を対象とした研修を実施しています。主な研修は次のとおりです。

３．地方機関職員研修

１．行政研修

Ⅱ・Ⅲ種・一般職
登用研修

行 政 フ ォ ー ラ ム

※

※

２．昇任時相談
窓口等体験研修



Ⅰ 役職段階別研修

１．行政研修

－２－

各府省の行政運営の中核となることが期待される職員等を対象に、高い倫理感に基づいた国民全体の

奉仕者としての使命感の向上、国民の視点に立って施策を行うための広い視野・資質・能力の涵養、研

修員相互の信頼関係の醸成を基本的な目的として、役職段階（係員級～幹部級）に応じて実施しています。

　　

　

役 職 段 階

採用時 合同初任研修
(年間約800人) 　年１回｜１日［約800人]

　　　　　

初任時 初任行政研修
(年間約720人） 　年８コース｜１日（事前講義）＋２週間[１コース約90人]

　　　　

係員級 行政研修（係員級特別課程）
(年間約750人) 　年３回｜５日間[各回約50人]

※３年目フォロー ３年目フォローアップ研修 　係長昇任直前　
　　アップ研修は一部 　年７コース｜４日間[１コース約85人] 　
　　係長級の者を含む 　　　

　年３回｜５日間[各回約50人]
　おおむね35歳以下　

行政研修（課長補佐級）

　年５回｜４日間程度[各回約60人] 行政研修（課長補佐級特別課程）
（民間企業等からも参加）

中国派遣コース 　　

　※令和２年度から休止中

韓国国家公務員人材開発院派遣コース
　※令和２年度から休止中

(年間約500人)

国際コース
　年１回｜３日間[約30人］
（民間企業等、駐日在外公館等からも参加）

女性管理職養成コース
　年１回｜３日間[約40人]

（民間企業等からも参加）

リーダーシップ研修
　年１回｜14日間程度[約25人]

行政研修（課長級）
　年１回｜４日間[約30人]

課長級 　おおむね50歳以下（民間企業等からも参加） 行政フォーラム（本府省課長級以上）

審議官・局長級 中国派遣コース（課長級）
(年間約100人) 　※令和２年度から休止中

　 ※行政フォーラムを除く

現場訪問コース（課長級）
　年１回｜１日（事前学習）+３日間（現場）[約30人]

　おおむね50歳以下

幹部行政官セミナー（アスペンメソッド）
　年１回｜３日間[約15人]

　

※実施方式は研修内容や実施時期等を考慮し、合宿、通勤、オンラインの選択や組み合わせにより実施。

課長力向上コース（課長級）
 年１回｜５日間[約30人]

 課長級に昇任後おおむね３年以内（民間企業等か
らも参加）

　年６回程度｜２時間程度［希望者］

令和４年度　行政研修の概要

行政研修（係長級特別課程）
係長級

(年間約150人)

　年２回｜５日間[各回約40人]
　おおむね45歳以下

課長補佐級

研修の特徴

国民全体の奉仕者としての
行政官に不可欠な知識・思索 研修員間の相互啓発

○ グループ討議・意見交換・実習を重視した「参加
」カリキュラム型

○ 各府省・民間企業・外国政府等からの幅広い参
加者

○ 幅広い行政政策事例の多角的検証・府省横断的な政策課題
の討議

○ 高い倫理感の形成、古典(読書研究)を通じた深い思索力の
かん養

〇 国民生活の実態に触れる現場体験、マネジメント能力の向上
○ 今日的なテーマ、問題意識に応える第一線の講師



－３－

初任行政研修

将来、中核的な要員となると期待される新規採用職員を対象に、国家公務員としての基本的な心構えを
身につけさせ、国民全体の奉仕者としての使命感を徹底します。

 公務員の在り方（事務次官等からの講義、レポート作成）
 公務員倫理を考える（倫理的な行動の在り方について検討するための講義、事例研究）

１ 国民全体の奉仕者としての使命と職責について考える

２ 公共政策の在り方を多角的に検証し考える

３ 公正な公務運営について学ぶ

４ 体験を通して行政の在り方について考える

 政策課題研究（府省横断的かつ今日的な政策課題（気候変動など）についての講義、討議、提言作成）
 行政政策事例研究（歴史的意義の大きい過去の行政事例（成田空港建設など）を題材とする講義、討議、

提言作成）

 若手公務員の歩み（各府省の課長補佐による政策形成過程に関する講義、討議）

 介護等実地体験（高齢者福祉施設、障害者福祉施設等。約130施設）※令和２年度から休止中
 地方自治体実地体験又は被災地復興・地方創生プログラム（約180市町村等）※令和２年度から休止中
 諸外国から見た日本（駐日在外公館職員等との意見交換｜一部英語で実施）

主なカリキュラム

３年目フォローアップ研修

初任行政研修を受講した者のうち、本府省で政策の企画立案等の業務に従事する採用３年目の職員を対
象に実施しています。研修員にこれまでの２年間を振り返って自らの立場・使命・役割を再確認させ、政
府全体の観点から施策に取り組めるよう、研修員相互の理解と信頼を深めることを目指しています。

課長補佐級

各府省の課長補佐級職員のうち政策の企画立案等の業務に従事する者を対象に、民間企業等からの参加
も得て、多様な視点からの研修員同士の政策議論を重視しています。「国際コース」では、駐日在外公館等
からの参加を得て、英語を使用言語として研修を実施しています。

課長級

管理職員としての使命感、行政的識見・政策実現能力をより高めることを目指し、特にマネジメント能
力の向上に重点をおいて実施しています。

２．昇任時相談窓口等体験研修

新たに本府省審議官級に昇任した職員に対し、消費生活センターや公共職業安定所（ハローワーク）

などの窓口業務等を体験させる研修を消費者庁と共催で実施しています。

３．地方機関職員研修

各府省の地方機関に勤務する職員を対象として、役職段階別に、各府省合同研修を実施しています。

国民全体の奉仕者としての使命感、倫理感を高めるための科目をはじめ、地方機関での職務の特色を考

慮した科目など多様なカリキュラムを設定しています。



人事院は、行政の国際化、複雑・高度化の進展に対応し得る人材を育成するために、次の
派遣研修制度を運営しています。
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Ⅱ 派遣研修

在職期間が１０年未満

行政官長期在外研究員制度

対象職員

派 遣 先

期 間

人 員

外国の大学院

２年（博士課程への進学の場合は延長可）

１２２人（令和２年度新規派遣）

在職期間が６年以上

行政官短期在外研究員制度

対象職員

派 遣 先

期 間

人 員

外国の政府機関・国際機関等

６か月又は１年

コ ー ス
調査研究コース、特別コース、

公共政策コース、国際機関コース

修士課程コース

行政官国内研究員制度

対 象 職 員

派 遣 先

期 間

人 員

国内の大学院の修士課程

１年～２年

１３人（令和３年度新規派遣）

在職期間が２年以上１８年未満

博士課程コース

対 象 職 員

派 遣 先

期 間

人 員

国内の大学院の博士課程

３年以内

４人（令和３年度新規派遣）

在職期間が２年以上２５年未満

ザールラント大学（ドイツ）にて
右から２番目が派遣研究員（長期在外研究員制度）

米国疾病予防管理センター（米国）にて
前列左から２番目が派遣研究員（短期在外研究員制度）

－４－

行政官長期在外研究員派遣者数の推移

４人（令和２年度派遣）※

１９人（令和元年度派遣）

※ 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度は例年
に比べ派遣者数が少ない。

米国

726人

（ 47.2% ）

総数
1,538人

（ 100.0％ ）

英国

309人

（ 20.1% ）

フランス
70人

（ 4.6% ）

カナダ
55人

（ 3.6% ） その他
216人

（ 14.0% ）
ドイツ
62人

（ 4.0% ）

オーストラリア
100人
（ 6.5% ）

行政官短期在外研究員の国別派遣者数
（令和２年度までの累計）

（人数）

150

125

100

75

50
２ （

年
度
）

令和２年度
米国、英国、フランス、ドイツ、オランダ、スイス、
スペイン、スウェーデン、カナダ、オーストラリア、
シンガポール、インド、イスラエルへ　派遣

122

106

124

123

129
125

120122 125

136 133
126

120

147

150

140

149

141138
143

117117

12

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30平
成

令
和
元

175



－５－

Ⅲ テーマ別研修

事例研究やロールプレイ等を通じ、評価者に求められ
る実践的な知識や面談の技能を習得させます。

評価・育成能力向上研修

公務員生
民間からの採用者等に、国民全体の奉仕者としての

服務規律や、公務員としての倫理感を徹底し、
活の開始を支援します。

実務経験採用者研修

会を付与します。

本府省に勤務する係長級の女性職員を対象に、

マネジメント能力開発や人的ネットワーク形成、

これからのキャリア形成を考え実践につなげる機

本府省女性職員キャリアアップ研修

女性登用のための環境を整備するため、管理職員の
意識啓発を図ります。

女性職員登用推進セミナー

職業生活を振り返り、今後のキャリア形成を考えさせる
ことを通じ、仕事や能力開発への意欲向上を図ります。

キャリア開発セミナー30

後輩職員を支援するメンターとして、基礎的な知識や
コミュニケーション・スキルを習得させます。

メンター養成研修

Ⅳ 指導者養成研修

各府省等の新任の研修担当官を主たる対象に、その
職務遂行に必要な基礎的知識の修得及び、企画能力
の向上等を図ります。

研修担当官能力向上研修

ハラスメント防止に関する意識を高め、管理・監督者
の果たすべき責務・役割への理解を徹底させるとともに
実践的能力を付与します。

ハラスメント防止研修

公務員倫理について考えることにより、倫理感のかん
養を図るとともに実践的能力を付与します。

JKET（公務員倫理研修）

仕事の管理や部下の指導等に関する原則を組織的、
体系的に理解させるとともに実践的能力を付与します。

JST基本コース（仕事と人のマネジメント研修）

本府省女性職員キャリアップ研修
（上：グループディスカッション/下：実施風景）

ます。

部下の能力発揮等の向上にかかるポイントの確認や
意見交換を通じ、人材育成への管理者の取組を支援し

パーソネル・マネジメント・セミナー

高い見識を持ち、国民の信頼を得ながら公正に職務を
遂行できるよう、幹部としての役割認識及び倫理観・使
命感のかん養を図ります。

幹部に対する役割認識の徹底のための研修

ハラスメント防止について幹部・管理職員に求められ
る役割や行動様式等について再認識してもらいます。

幹部・管理職員ハラスメント防止研修



キャリアに
ついて考える

令和３年度の取組を一部ご紹介

－６－

キャリア開発セミナー３０
（オンライン実施）

本府省に勤務する30歳～30歳台半ばの係長

級職員を対象に、職業生活を振り返り、今後の

キャリア形成を考えさせることを通じ、仕事や能

力開発への意欲向上を図りました。

メンター養成研修
（オンライン実施）

職場におけるメンター、メンタリングに関する基

本的な知識とコミュニケ－ション・スキルを習得

させる研修を実施しました。

■メンタリングにおいては、何気ない会話や自分の
経験等からメンティーに自ら考えさせ、気付きを与
えられるよう手助けすることが重要になり、そのた
めのスキルを学び、実践の場を与えていただける実
践型研修はとても有意義なものであった。

■これまでの職務を振り返り、自身には何が向い
ているのか、どのような業務を行いたいのかを考
えた上、今何をしなければならないのか考えなが
ら業務に当たっていきたいと思う。

■メンターの在り方について、ロールプレイによりメ
ンティー側を体験したり、自分以外の参加者のロール
プレイを観察したりすることで、様々な角度から考え
ることができた。

■他省庁の方々と交流できてよかった。また自分
もメンティーの視点を再確認でき、今後に生かせ
ると思った。

受講者の声 （ ア ン ケ ー ト よ り ） 受講者の声 （ ア ン ケ ー ト よ り ）

■仕事へのモチベーションに繋げられるように、
自分に不足しているスキル(情報収集、説明能力、
技術力など)を広げていきたい。

■セミナーを通してこれまでの仕事で得た経験や
課題、思考の傾向を明確にできたため、より客観
的な視点で自身を評価しつつ課題に取り組んでい
きたいと考えている。

■研修を通じて明確になった課題について、日常
的に意識しつつ、業務に取り組みたい。

■同じような不安や問題意識を持つ、他省庁の同
年代の方と話す機会は大変貴重なものだった。

■話す役（メンティー）、聞く役（メンター）だ
けでなく、観察者として参加することで、客観的
な視点からも考えることができた。

■メンターに関する基本的な知識が得られ、今後
メンターになる予定がなくとも、相談を受ける側
として、どのような事に気をつければよいのか知
るよい機会となった。

■他省庁の同世代の方も、私と同じように考えてい
たり、同じような悩みを抱えていることが分かり、
気持ちが楽になるとともに、仕事に対するモチベー
ションも上がったように感じる。

５. キャリア・デザインとは

STEP 2
目標の設定

（キャリア・ビジョンを描く）

STEP 3
自己の課題の認識

（現状と目標の乖離を認識）

STEP 4
行動計画の作成

（乖離を埋めるプラン作り）

STEP 1
現状の自己分析

（自己理解を深める）

メンター養成研修

メンター制度

人事当局

制度
設計等

メンタリング
メンターからの支援行動

メンター
支援を行う先輩職員

メンティー
支援を受ける後輩職員

mentee mentor



行行政政研研修修

 マネジメント関連科目の内容改善・充実

マネジメント科目について、職場の魅力を高め、職員の能力を十分に引き出すことで組織として最大限のパフォーマ

ンスを発揮できるようにする内容となるよう、課長としてのマネジメント力などを向上させることを目的とした「課長力向

上コース」を試行するとともに、課長補佐級以上を対象とする研修では、すべてのコースでマネジメント関連科目を実

施するなど、研修内容の改善・充実を図っていきます。

 研修目的と科目の関係の明確化

研修効果を高めるため、研修コースの目的とコース中の科目との関係を明確化するとともに、研修後のアンケートを

活用し、ＰＤＣＡサイクルを回していきます。

 研修内容等を考慮した実施方式の最適化
研修内容、参加者の属性、実施時期等を考慮して、合宿、通勤、オンラインの選択や組み合わせにより、実施方式

の最適化を図っていきます。

テテーーママ別別研研修修・・派派遣遣研研修修等等

 研修内容の充実、教材・方法の充実
・幹部職員の組織マネジメントへの取組が重要であることを踏まえ、マネジメントに重点を置いた研修を実施します。
・各府省における実務経験採用者に対する研修へのニーズの増加を踏まえ、研修教材等の充実を図ります。
・マネジメント系科目のうち、汎用性の高い研修内容について、順次研修教材を作成し提供します。
・各研修の内容や目的に応じて、ｅ－ラーニングや動画をはじめとする研修教材の提供を含め、これまでに蓄積された
ノウハウを活かしながら、引き続き積極的にオンライン研修を活用します。

 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた派遣研修制度の運用

行政官長期在外研究員制度及び行政官短期在外研究員制度による派遣研修については、新型コロナウイルス感

染症の感染状況を見極めつつ、各府省が職員の安全を確保して個別の状況に応じて適切な選択を行えるように引き

続き対応いたします。また、国内研究員制度についても各府省と連携し、着実な運用を図ります。

令和４年度の重点的取組

人事院
中立、公正、信頼 人を育てる人事行政

National Personnel Authority

研 修 に つ い て の お 問 い 合 わ せ 先

人 材 局 〒100-8913 千代田区霞が関1-2-3 ☎03-3581-1971 https://www.jinji.go.jp/

公務員研修所 〒358-0014 入間市宮寺3131 ☎04-2934-1291 https://www.jinji.go.jp/kensyusyo/

北海道事務局 〒060-0042 札幌市中央区大通西12丁目 ☎011-251-2600 https://www.jinji.go.jp/hokaido/

東 北 事 務 局 〒980-0014 仙台市青葉区本町3-2-23 ☎022-221-2001 https://www.jinji.go.jp/touhoku/

関 東 事 務 局 〒330-9712 さいたま市中央区新都心1-1 ☎048-740-2002 https://www.jinji.go.jp/jinji_kanto/

中 部 事 務 局 〒460-0001 名古屋市中区三の丸2-5-1 ☎052-961-6830 https://www.jinji.go.jp/chubu/

近 畿 事 務 局 〒553-8513 大阪市福島区福島1-1-60 ☎06-4796-2171 https://www.jinji.go.jp/kinki/

中 国 事 務 局 〒730-0012 広島市中区上八丁堀6-30 ☎082-228-1181 https://www.jinji.go.jp/chugoku/

四 国 事 務 局 〒760-0019 高松市サンポート3番33号 ☎087-880-7440 https://www.jinji.go.jp/shikoku/

九 州 事 務 局 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東2-11-1 ☎092-431-7731 https://www.jinji.go.jp/kyusyu/

沖 縄 事 務 所 〒900-0022 那覇市樋川1-15-15 ☎098-834-8400 https://www.jinji.go.jp/okinawa/


